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１．事務事業の取組方向
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２．実施計画（PDCAサイクル）

➤ ➤

➤ ➤

３．事業フロー（ロジックモデル）

➤ ➤

➤
目標値

達成率単位： 達成率

実績値

目標値

単位：

kg/年 達成率 136.3% 0.0%

実績値

単位：

［施策］学校給食における地場農
産物の使用量

目標値 12,500 14,000

実績値 0 0 実績値

年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終）
給食における食中毒発生件数 目標値 0 0

➤

活動指標（アウトプット） 年度 R1年度 R4年度 R7年度（最終） 成果指標（アウトカム）

12,020 17,035

単位： 件 達成率

○学校給食の安定した提供
○安全性を最優先した食物アレルギー対応食の提供
○地場農産物を使った給食の実施

○栄養バランスのとれた食事を提供し、健康の保持増進を図られる。
○食物アレルギーを有する児童生徒にも安全な給食が提供できる。
○地場農産物を使用することで、地域農業の活性化に寄与できる。

○安全で安心な給食が提供されるとともに、給食を通じた児童生徒の食に対す
る理解を深める食育につながる。

①結果のアウトプット（どのような活動を行うのか） ②効果のアウトプット（活動の結果どうなるのか） ③アウトカム（町としてどうなるのか）

計画(Plan) 計画(Plan)

事業目的 実施方法

前期基本計画の主な取組と成果 後期基本計画のまちづくりの課題と展望 後期基本計画中における事務事業の取組方向
○学校給食共同調理場の施設・設備の老朽化に伴い、新共同調理場の整備を行っ
た。平成29年度からは新共同調理場により、衛生管理の向上、献立の充実、給食提
供数の増加への対応ができた。
〇食物アレルギー対応食の提供開始を実施したほか、食器を暖かみのあるものに変
え、副食の種類を増やし季節の行事食やいろいろな地域のことに関心を向かわせる献
立を取り入れた。また、地産地消として地元野菜を取り入れた献立を実施した。
○新しい共同調理場の見学施設を生かし、ＰＴＡ保護者の試食会及び各小学校２年
生（仲原小除く）の見学を受け入れ、給食調理及び献立に理解を深めて頂いたほか、
給食だより及び献立表を児童生徒を通して保護者へ配布、栄養教諭による学校への
給食訪問（指導）、共同調理場での親子料理教室を実施した。

○安全安心な学校給食を提供するため、危機管理及び事故防止体制の構築を
図り、献立の検討、学校給食センターの維持管理及び運営に努める。
○増加傾向にある食物アレルギー対応への充実と事故防止を図る。
○学校給食を通して、食への関心を深め、家庭や地域と連携した食育を推進
し、地場農産物の使用拡大に努める。
○学校給食費の収納率の向上を図る。
○教員の業務負担の軽減のため学校給食費の公会計化を検討する。

○町の実施方針及び要求水準書等に基づき、町とSPC(特別目的会社)がパート
ナーシップを構築し、十分に協議しながら施設の運営及び維持管理業務をモニ
タリングを通して実施する。
○アレルギー対応食の安全な提供を行う。
○食育の場として学校給食センターをPTA保護者試食会、小学校社会科見学
及び親子料理教室として活用する。
○学校給食費未納対策の強化を図り、食材費の安定確保に繋げる。
○地元農産物の利用を通して地域のことを学ぶ食育に繋げる。
○学校給食費の公会計化のため調査及び準備を行う。

事業費（千円）

実施(Do)

一般会計

基本目標 １　つながりと交流を深め、心豊かな人を育む協働のまち 政策 ３ 未来を担う子どもたちを育むまちづくり 施策 (１) 子どもたちの生きる力を育む教育の推進

令和４年度 事業区分 －

学校給食センター管理運営事業
根拠法令 学校給食法・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

予算科目
会計

調理場管理費
行政計画

事業名

11050102  所管課 教育委員会事務局　学校給食共同調理場 事業年度

実施(Do)

〇学校給食実施基準を基に、献立を作成し、SPCと協議を行い学校へ給食を提供した。
〇地場農産物を積極的に献立へ取り入れた。
〇学校のアレルギー調査及び国県の食物アレルギーに関する情報を元に学校給食で使用し
ない食材を定め、学校とアレルギー対応を連携して行った。
〇学校給食費の公会計化を機にコンビニ収納を開始し、納付の促進を図った。
〇物価高騰による保護者負担を軽減するため、学校給食費負担軽減事業を行った。

改善方法
〇学校給食費公会計化に伴い、徴収業務が学校から町へと変わったことで、保護者の給食
費未払に対する意識が薄れており、滞納件数が増加している。
〇物価高騰は続いており、これまでと質や量を変えずに給食を提供するためには、今後給食
費の値上げを検討していく必要がある。
〇食材の調達について、価格高騰の中、適正な価格で安定的に購入できるような仕組みづく
りを検討する必要がある。

〇滞納者については、書面だけでなく電話や訪問による催告を粘り強く続け、支払わなければ
いけないという意識を持たせる。また、支払い困難者には就学援助や児童手当充当などの方
法を案内する。
〇給食費の値上げについては、国や近隣自治体の動向を見ながら、食材費に対する適切な
給食費の額を定めていく。
〇食材の調達については、見積り方法や契約内容を見直し、適正な価格で安定購入できる
ように改善する。

〇町立小中学校の児童生徒に対して、栄養バランスの取れた食事を提供することにより、健
康の保持増進を図る。
〇食育の推進や地産地消の観点から、地場農産物を積極的に献立に取り入れる。
〇食物アレルギーを有する児童生徒には、学校と連携して事故防止に努め、対応食について
は安全性を最優先して提供する。
○文部科学省の方針及び教員の業務負担の軽減のため学校給食費を公会計化する。

〇町立小中学校の児童生徒に対し、「学校給食実施基準」に照らした適切な学校給食を提
供する。
〇町の要求水準を満たす実施方針及び要求水準書等に基づき、町とSPC(特別目的会社)
がパートナーシップを執り、十分に協議しながら施設整備、運営及び維持管理業務をモニタリ
ングを通して実施する。
○学校給食費の公会計化に対応した事務(保護者へ直接に口座振替不能者への通知、督
促状、催告状)を行う。

評価(Check) 改善(Action)

実施結果 課題

歳入
（特定財源）

6 239,350

年度 R3決算額 R4決算額

歳出 438,113 708,981


